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令和６年４月からの改正等に関して

来月から労働基準法、労働安全衛生法、改善基準告示で改正がありますの
で、あらかじめ確認しておきましょう。
①労働条件の明示
②建設業、自動車運転業務、医師に係る時間外労働の上限規制
③化学物質管理者の選任義務化等
④トラック、バス、タクシーにおける改善基準告示の変更

※このほかにも専門業務型裁量労働制や企画業務型裁量労働制において
も改正が行われます。

令和５年度も今月で終わりで、年度末に突入です。年度末は年末と同じで、人事異動、
決算、次年度の各種計画の策定、建設工事等年度末が期限の仕事の追い込みなどによ
り、業務繁忙となる事業場が多くあろうかと思います。
業務繁忙により懸念されるのが、長時間労働と労災事故です。
当然のことですが、繁忙期であっても時間外労働と休日労働は、36協定の範囲内とする
必要があります。36協定を守ることが、過労死等（過重労働による脳・心臓疾患及び精神
障害）を防止する基本となりますので、適正な労働時間管理を行いましょう。

また、繁忙期は、「慌て」や「焦り」が原因のひとつと思われる労災事故が発生しています。
よい新年度のスタートを切れるよう、「安全最優先」の考え方を基本に、あわただしい時期
こそ、作業前点検の実施、安全な作業方法の確認などを着実に実施しましょう。



様式第9号の3の4
様式第9号の3の5（特別条項）

様式第9号の4
様式第9号の5（特別条項）

化学物質管理者の選任の義務

リスクアセスメント対象物を製造、取扱い、または譲渡提供をする事業場では化学物質の管理に関
わる業務を適切に実施できる能力を有する者を選任しなければなりません。（業種・規模関係なし）

保護具着用管理責任者の選任の義務化

リスクアセスメントに基づく措置として労働者に保護具を使用させる場合は、化学物質の管理に関わ
る業務を適切に実施できる能力を有する者を選任しなければなりません。


